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氏名 職種 

秋澤 文雄 電気機械器具組立・修理技能者 

浅津 善子 帆布縫製加工技能者 

井之上 ノブ子 広告美術技能者 

井上 賀子 美容技能者 

岡田 孝之 金属加工技能者 

小野川 聡 ソフトウェア開発技能者 

加藤 哲也 塗装技能者 

田村 隆 内装仕上技能者 

中川 智史 調理技能者（西洋料理） 

中田 上一 建築板金技能者 

西本 仁 柔道整復技能者 

能津 典雄 理容技能者 

野村 美代子 造園技能者 

林 雅彦 帆布縫製加工技能者 

弘内 喜代志 電気工事作業技能者 

八木 孝順 土木・舗装技能者 

吉本 昌司 調理技能者（日本料理） 

長年技能一筋に精進を続け，様々な分野で社会の

発展に貢献してこられた方々の功績をたたえる「高知

市技能功労者表彰」の表彰式を，11 月 18 日に“高知

市文化プラザ かるぽーと”にて行いました。 

この表彰は，技能職者の社会的・経済的地位と技

術水準の向上を図る目的で，昭和 48 年から行ってい

ます。48 回目となる今回の表彰では，右記の 17 名の

方々が表彰を受けました。  



（外国人を雇用している事業主の方，雇用しようとしている事業主の方へ） 

業務改善助成金について 

 
 
 
 

業務改善助成金は，生産性を向上させ，事業場内で最も低い賃金の引上げを図る中小企業・小規模事業者

を支援する助成金です。 

事業場内最低賃金を一定額以上引上げ，設備投資（機械設備，コンサルティング導入や人材育成・教育訓

練）などを行った場合に，その費用の一部が助成されます。 

助成対象事業場は，次の２つの要件を満たす事業場 

・事業場内最低賃金と地域別最低賃金の差額が 30 円以内 

・事業場規模 100 人以下 

申請窓口は，高知労働局雇用環境・均等室（℡088-885-6041）です。 

詳しくは，厚生労働省のホームページをご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不法就労とは，以下のような３つの場合が該当します。 

１ 不法滞在者や被退去強制者が働くケース 

２ 出入国在留管理庁から働く許可を受けていないのに働く 

ケース 

３ 出入国在留管理庁から認められた範囲を超えて働くケース 

 

不法就労防止について 

不法就労については，不法就労した外国人だけでなく，不法就労させた事業主も処罰の対象となります。

在留カード（企業等への勤務や日本人との婚姻などで，在留資格を持つ外国人の方が持つカード）を確認

することで，所持する外国人が就労できるかどうかを判別することができます。外国人を雇用する際は在

留カードをご確認ください。 

【確認ポイント】 

①在留カード表面の「就労制限の有無」欄の記載事項 

②在留カード裏面の「資格外活動許可」欄（①で就労不可の記載がある場合も，条件付きで許可されてい

る場合があります。） 

 また，外国人を雇用した場合や外国人が離職した場合は，雇用する事業主の方には外国人雇用状況の届

出が義務付けられています。ハローワークへ届出をしてください。 

※ 不法就労者を発見した場合や雇用しようとする外国人が不法滞在者であることが判明した場合には， 

地方出入国在留管理局へ通報したり，出頭を促すなどしてください。 

 

【問合せ先】   外国人在留総合インフォメーションセンター（℡ 0570－013904） 

又は最寄りの地方出入国在留管理局まで 

在留カード 

＝＝＝ 
＝＝ 

自営型テレワークの適正な実施のための 

ガイドラインが策定されました。 

自営型テレワークとは，「注文者から委託を受け，

情報通信機器を活用して主として自宅又は自宅に

準じた自ら選択した場所において，成果物の作成又

は役務の提供を行う就労」をいいます。 

柔軟な働き方ができることから多様な人材の能

力発揮が可能となりますが，一方で「報酬額や納期

等の基本的な内容が不明確」「契約が一方的に打ち

切られた」など，契約をめぐるトラブルがあります。 

トラブルを防ぐためにも，自営型テレワーカーに

仕事を注文する方や仲介事業を行う方，自営型テレ

ワーカーの方はガイドラインの内容をよくご確認

ください。 

【自営型テレワークに関する総合支援サイト】

（https://homeworkers.mhlw.go.jp/） 

 中小企業退職金共済制度は，1959 (昭和 34)年に中

小企業退職金共済法に基づき設けられた中小企業のため

の国の退職金制度です。 


